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Summary: As Japan enters an aging society, the demand for medical and welfare services is increasing. In a social situation that 

financial growth cannot be expected, demand for medical and welfare is expected to increase further after 2025, when the baby 

boomer generation become over 75 years old. The purpose of this study is to clarify regional disparities within administrative 

regions. This study was calculated in Oita Prefecture that the population coverage rate of medical and welfare facilities and  

evaluate the needs of medical and welfare facilities in terms of the distribution of the elderly. The result showed that it was 

clarified that the urban planning area has a high population coverage rate of medical and welfare facilities, and the former 

municipalities have a lower average population coverage rate than the current municipalities. Furthermore, it was found that 

there are municipalities where it is more difficult for people over the age of 65 to access medical and welfare facili ties than for 

people under the age of 64. In the evaluation of the needs of medical and welfare facilities for the elderly, Saganoseki Town was 

classified into the rank 5 area with the highest needs in Oita Prefecture.  
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1. はじめに 

我が国では人口減少，少子高齢化社会に突入し，人口

構造が変化している。社会資本の継続的な増大が望めな

い社会状況のなか， 団塊の世代が 75 歳以上となる 2025

年以降は，医療や介護の需要が更に増加することが見込

まれる。このため，高齢者の尊厳の保持と自立生活を地

域における医療と介護の連携により支援する「地域包括

ケアシステム」への取り組みが模索されている。高齢化

の進行状況は地域によって様々であり，医療・福祉サー

ビスの提供は，大都市と地方都市間での格差だけでなく，

地方都市での地域内格差も顕在化しており，対策を迫ら

れている。生活領域が狭くなりがちな高齢者の生活を支

え，住み慣れた地域で暮らし続けるために，市町村単位

での医療・福祉施設の整備は欠かせない。 

また，特に福祉施設は地価の安い郊外に立地する傾向

があり，移動時間を最小限，効率的に質の高いサービス

を提供するためには，機能を集約する必要があると考え

られる。そのため，利用者のニーズが高い地域に医療・

福祉施設を立地することが望ましい。 

高齢者の住居と施設間の移動距離に着目した分析とし

て佐藤ら 1)は，高齢者を支える生活利便施設を包括的に

扱い，徒歩圏を用いた施設立地のアクセシビリティ分析

を行い，行政区域内の地域格差を明らかにしている。医

療・福祉施設のニーズ評価として大坂谷 2）は，室蘭圏 3

市における高齢者対応施設の需要予測を行い，不足する

施設を明らかにしている。しかし，市町村合併前後や年

齢区分で比較し，行政区域単位で評価した研究は少ない。 

本研究では，大分県全域を対象とし，地域ごとの医療・

福祉施設の人口カバー率から立地状況の把握と高齢者分

布からみた医療・福祉施設のニーズ評価を行うことで,

市町村合併前後の人口カバー率の変化を明らかにし，人

口集約の拠点や行政サービスの提供方法を検討する上で

の参考となることを目的とする。 

 

2. 対象地の概要 

研究対象地である大分県は，平成 16 年に 58 あった市

町村が，平成の大合併を経て平成 18 年 3 月 31 日に 18

市町村となった。全国的にみても，第 5 位の市町村減少

率であり，市町村数では 4 番目に少ない都道府県である

3)。面積は 6,340.7km²，人口は 1,122,482 人 4) （2021 年 2
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月 1 日現在）で，人口は減少傾向にあり，2045 年には

896,653 人まで減少すると推計されている 5)。 

本研究では人口データとして，東京大学空間情報科学

研究センターの西沢氏が作成・加工した，平成 27 年簡易

100m メッシュ人口データ 6）を用いた。 

 

3. 医療・福祉施設の立地状況の把握 

3.1 分析方法 

1) 対象地域の区分設定 

平成の大合併以前の 57 市町村（以降，「旧市町村」），

合併後の 17 市町（以降，「新市町」），都市計画区域

の 3 区分を設定した（姫島村を除く）。都市計画区域

は人口集約の観点から，大分市，別府市は市街化区

域，その他の 15 市町は非線引きのため用途地域を分

析対象とした。以降このエリアを「拠点エリア」と

する。図 1 に大分県新・旧市町村の分布を示す 7）。 

2) 対象施設の設定 

大分県ホームページに掲載されている，介護保険指

定事業所等一覧 8）の医療・福祉施設を対象とした。

なお，データ作成過程で同法人，同住所であること

や，隣接している施設同士が同じ法人のもと営業し

ている施設に関しては，1 つの施設としてカウントし

た。図 1 に大分県医療・福祉施設分布を示す。令和 3

年 4月 1日現在，大分県内には医療施設が 2,281箇所，

福祉施設が 4,887 箇所存在する。 

3) 徒歩生活圏の設定 

高齢者の徒歩圏として，都市構造の評価に関するハ

ンドブック 9）を参考に，半径 500m を採用した。今

後全国でさらに高齢化が進むことを踏まえて，高齢

者徒歩圏で医療・福祉施設の提供を行うことは有意

義であると考える。設定した医療・福祉施設の住所

情報から作成したポイントデータを用い，施設を中

心とする半径 500m のバッファを作成した。 

4) 人口カバー率の算出 

平成 27 年簡易 100m メッシュ人口データ 6)を用い，

施設の徒歩圏内に居住する人口と対象地域の人口か

ら，徒歩での施設利用が可能な人口の割合を算出す

る（以降，「総人口カバー率」）。また，64 歳以下と

65 歳以上の年齢区分で人口カバー率を算出する。さ

らに，人口カバー率の平均値と標準偏差を算出する。

表 2 に新市町医療・福祉施設人口カバー率（以降，「新

市町人口カバー率」），表 3 に拠点エリア医療・福祉

施設人口カバー率（以降，「拠点エリア人口カバー

率」），表 4 に旧市町村医療・福祉施設人口カバー率

（以降，「旧市町村人口カバー率」）を示す。 

 

3.2 評価方法 

人口カバー率の平均値と標準偏差を用いて新市町，拠 

 

図 1 大分県新旧市町村と医療・福祉施設の分布 

 

表 1 医療・福祉施設人口カバー率分類方法 

 

 

 

点エリア，旧市町村ごとに以下の 2 つの指標で医療・福

祉施設人口カバー率分類を行う。表 1 に医療・福祉施設

人口カバー率分類方法，表 5，図 2 に新市町と拠点エリ

アの医療・福祉施設人口カバー率分類（以降，「新市町人 

口カバー率分類」，「拠点エリア人口カバー率分類」），表

6，図 3 に旧市町村医療・福祉施設人口カバー率分類（以

降，「旧市町村人口カバー率分類」）を示す。 

（指標1） 人口カバー率高低度 

まず，人口カバー率の高低度を把握する。平均地域，

人口カバー率の高い地域（以降表中赤色，「高い地

域」），人口カバー率の低い地域（以降表中青色，「低

い地域」）の 3 分類とする。 

（指標2） 年齢差 

次に，64 歳以下と 65 歳以上の人口カバー率の差が大 

※P64：64 歳以下人口カバー率 P65：65 歳以上人口カバー率 
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きい地域を把握する。64 歳以下人口カバー率が 65 歳

以上人口カバー率より大きい地域（以降表中緑色，

「P64＞P65」），65 歳以上人口カバー率が 64 歳以下人

口カバー率より大きい地域（以降表中黄色，「P64＜

P65」）の 2 分類とする。 

 

3.3 医療・福祉施設人口カバー率算出結果 

（A）総人口カバー率について 

表 2 の新市町人口カバー率をみると，最大値は 97.2％

（別府市），最小値は 30.8％（九重町），平均値は 60.3％，

であった。表 3 の拠点アリア人口カバー率をみると，最

大値は 99.0％（竹田市），最小値は 66.0％（国東市），平

均値は 89.7％であった。また，表 4 の旧市町村人口カバ

ー率をみると，最大値は 97.2％（別府市），最小値は 5.2％

（上津江村），平均値は 43.4％であった。これらから，拠

点エリア人口カバー率が新市町，旧市町村人口カバー率

と比べて高いことがわかる。拠点エリアに人口や医療・

福祉施設が集中していることが考えられる。 

（B）64 歳以下人口カバー率について 

表 2 の新市町人口カバー率をみると，最大値は 97.3％ 

 

  

 

（別府市），最小値は 30.7％（九重町），平均値は 62.4％ 

であった。表 3 の拠点エリア人口カバー率をみると，最

大値は 99.0％（竹田市），最小値は 65.4％（国東市），平

均値は 89.7％であった。また，表 4 の旧市町村人口カバ

ー率をみると，最大値は 97.3％（別府市），最小値は 3.6％

（上津江村），平均値は 44.5％，標準偏差は 22.6％であっ

た。ここでも，拠点エリア人口カバー率が新市町，旧市

町村人口カバー率より高く，また旧市町村人口カバー率

のばらつきが大きくなっている。 

（C）65 歳以上人口カバー率について 

表 2 の新市町人口カバー率をみると，最大値は 97.1％

（別府市），最小値は 30.9％（九重町），平均値は 56.4％

であった。表 3 の拠点エリア人口カバー率をみると，最

大値は 99.0％（竹田市），最小値は 67.2％（国東市），平

均値は 89.7％であった。また，表 4 の旧市町村人口カバ

ー率をみると，最大値は 97.1％（別府市），最小値は 6.8％

（上津江村），平均値は 41.7％であった。 

※P64：64 歳以下人口カバー率 P65：65 歳以上人口カバー率 

 

 

※P64：64 歳以下人口カバー率 P65：65 歳以上人口カバー率 

 

※P64：64 歳以下人口カバー率 P65：65 歳以上人口カバー率 

 

 表 2 新市町医療・福祉施設人口カバー率（％） 

 表 3 拠点エリア医療・福祉施設人口カバー率（％） 

表 4 旧市町村医療・福祉施設人口カバー率（％） 
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（A），（B），（C）より拠点アリア人口カバー率は，新

市町，旧市町村人口カバー率と比べて，最大値，最小値，

平均値が高いことがわかる。したがって，計画的に拠点

エリアに人口を集約することで，医療・福祉施設の供給

の効率化を図ることができると考えられる。 

 

（D）64 歳以下と 65 歳以上の人口カバー率の差 

 表 2 の新市町人口カバー率をみると，64 歳以下人口カ

バー率が 65 歳以上人口カバー率より大きい市町で，その

差の最大値は 12.1％（豊後大野市），最小値は 0.2％（別

府市）であった。65 歳以上人口カバー率が 64 歳以下人

口カバー率より大きい新市町は，九重町のみであった。 

 表 3 の拠点エリア人口カバー率をみると，64 歳以下と

65 歳以上の人口カバー率の差の最大値は 4.3％（中津市）

と，新市町，旧市町村人口カバー率に比べて小さかった。 

 表 4 の旧市町村人口カバー率をみると，64 歳以下人口

カバー率が 65 歳以上人口カバー率より大きい市町村で，

その差の最大値は 10.3％（三重町），最小値は 0.1％（野

津町）であった。65 歳以上人口カバー率が 64 歳以下人

口カバー率より大きい市町村で，その差の最大値は 9.6％

（大田村），最小値は 0.04％（真玉町）であった。 

64 歳以下人口カバー率より 65 歳以上人口カバー率の

方が低い市町村は，交通弱者が多いであろう 65 歳以上の

高齢者などに対する医療・福祉施設の提供方法を見直す

必要があると考えられる。  

 

3.4 医療・福祉施設人口カバー率分類結果 

ここでは，医療・福祉施設人口カバー率の分類を行う

（表 5，表 6）。なお，表 3 の拠点エリア人口カバー率をみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ると，64 歳以下人口カバー率と 65 歳以上人口カバー率

の差は，新市町，旧市町村人口カバー率と比べて小さい

ため，ここでは年齢差を用いた分類は行わない。 

表 5 における新市町人口カバー率分類をみると，人口

カバー率の高い地域に大分市，別府市，人口カバー率の

低い地域に九重町，国東市，豊後高田市，竹田市が分類

※総：総人口カバー率 P64：64 歳以下人口カバー率 P65：65 歳以上人口カバー率 

 

※総：総人口カバー率 P64：64 歳以下人口カバー率 P65：65 歳以上人口カバー率 

 

※総：総人口カバー率 P64：64 歳以下人口カバー率  

P65：65 歳以上人口カバー率 

 

※総：総人口カバー率 P64：64 歳以下人口カバー率  

P65：65 歳以上人口カバー率 

 

表 5 新市町と拠点エリアの医療・福祉施設人口カバー率分類（総括表） 

図 2 新市町医療・福祉施設人口カバー率分類 

図 3 旧市町村医療・福祉施設人口カバー率分類 

と市役所の位置 

表 6 旧市町村医療・福祉施設人口カバー率分類（総括表） 
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された。また，64 歳以下人口カバー率が 65 歳以上人口

カバー率より大きい地域に，玖珠町，豊後大野市が分類

された。この 2 市は，65 歳以上の高齢者において医療・

福祉施設へのアクセスが困難であることがわかる。 

表 5 における拠点エリア人口カバー率分類をみると，

人口カバー率の高い地域に竹田市が分類された。また，

人口カバー率の低い地域に国東市，豊後高田市が分類さ

れた。この 2 市は新市町人口カバー率分類でも人口カバ

ー率の低い地域に分類されており，医療・福祉施設数が

少ない，居住地が分散していることが考えられる。 

表 6 の旧市町村人口カバー率分類をみると，人口カバ

ー率の高い地域に分類された市町は，拠点エリアが設定

されている 11 市町であった。表 4 の旧市町村人口カバー

率をみると，日田市は合併前の 6 市町村中 4 町村が人口

カバー率の低い地域に分類されており，域内で連携の強

化が必要である。 

新市町単位の医療・福祉施設の立地状況の格差が明ら

かになり，旧市町村単位は新市町単位と比べて，さらに

格差が大きいことがわかった。 

 

3.5 中心性について 

大分県において市町村合併後に郊外へ市町村庁舎の移

転はなく，今なお市役所の中心性は高いため，中心性の

指標として市役所 7）を設定する。図 3 は旧市町村人口カ

バー率分類と市役所の位置を示したものである。市役所

は人口カバー率の高い地域や平均地域に多く立地してい

た。人口カバー率の低い地域には立地しておらず，中心

性があることがわかった。由布市の旧町である挾間町，

湯布院町は人口カバー率の高い地域に分類されたが，市

役所は平均地域に分類された庄内町に立地しており，医

療・福祉施設の立地状況と市役所の位置にずれが生じて

いる。 

 

4.高齢者分布からみた医療・福祉施設のニーズ評価 

4.1. 分析方法 

高齢者分布から医療・福祉施設のニーズが高い地域を

把握し，人口の集約を進めるべき地域やサービスのあり

方を検討する。 

1) 対象地域の設定 

新市町内の医療・福祉施設の連携を強化し，効率的

な提供を行うために，旧 57 市町村（姫島村を除く）

を対象とし，連携が必要な市町村を把握する。 

2) 指標の設定 

参考文献 10)に基づき，地域保健ニーズ評価のための

健康決定要因複合指標算出モデルを参考にする。こ

のモデルでは，対象人口の密度，人口集団の指標，

地域の指標，保健医療福祉サービスを供給する際の

条件に関する指標を設定している。本研究では，高

齢者分布からみた医療・福祉施設のニーズ評価を行

い，対象人口の密度を老年人口密度，人口集団の指

標を老年化指数，地域の指標を一人当たりの医療費

（平成 14 年）11)，保健医療福祉サービスを供給する

際の条件に関する指標を一万人当たりの医療・福祉

施設数，医療・福祉施設の 65 歳以上人口カバー率の

5 指標を設定した。 

3) 評価方法 

各指標の平均値 m，標準偏差 σ を算出し，標準偏差

分類によるランク付けを行なった。各指標の値を p

として，p ＜（m - σ）のときランク 1，（m - σ）≦ p

＜ m のときランク 2，m ≦ p ＜（m + σ）のときラ

ンク 3， p ≧（m + σ）のときランク 4 とする。そし

て，各指標のランク値を乗じて重み付けし，総合評

価とした。点数が高いほど，その地域における高齢

者の医療・福祉施設へのニーズが高いことを示す。 

 

4.2 分析結果 

表 7，図 4 に高齢者分布からみた医療・福祉施設のニ

ーズ評価を示す。 

大分県内の旧市町村単位でみたとき最もニーズが高い

地域は佐賀関町であった。続いて別府市，臼杵市，野津

原町，津久見市であった。このニーズが高い市町に人口

を集約させ，医療・福祉の拠点とすることで，その市町

のニーズに応えることができ，さらに周辺市町村と連携

し医療・福祉サービスを供給することで効率的な医療・

福祉の提供体制にすることができると考えられる。 

最もニーズが低い地域は宇目町，前津江村，上津江村，

天瀬町であった。続いて九重町，安岐町，米水津村，大

山町であった。これらの市町村は，周辺の市町村と連携

を図り，交通ネットワークやコミュニティバスなどの整

備，また訪問医療や訪問介護のニーズに対応していく必

要があると考えられる。 

 

5. 総括 

本研究では，大分県全域を対象とし，地域ごとの医療・

福祉施設の人口カバー率から立地状況の把握と高齢者分

布からみた医療・福祉施設のニーズ評価を行った。 

医療・福祉施設の立地評価では，新市町，拠点エリア，

旧市町村の総人口，64 歳以下人口，65 歳以上人口のそれ

ぞれの人口カバー率を算出し，分類を行った。その結果，

拠点エリア人口カバー率は，新市町，旧市町村人口カバ

ー率より高く，拠点エリアに人口を集約することで，医

療・福祉施設を効率的に供給することができると考えら

れる。また，64 歳以下人口カバー率より 65 歳以上人口

カバー率の方が低い市町村は，65 歳以上の高齢者からの

ニーズに対応した医療・福祉サービスの提供方法を見直

す必要があると考えられる。医療・福祉施設人口カバー 
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率分類では，新市町，旧市町村単位でみることで，医療・

福祉施設の提供状況の格差や連携を強化すべき地域を把

握することができた。 

高齢者分布からみた医療・福祉施設のニーズ評価では，

新市町内で医療・福祉施設の連携が必要な地域を把握す

るために，旧市町村を対象とし，老年人口密度，老年化

指数，一人当たりの医療費，一万人当たりの医療・福祉

施設数，医療・福祉施設の 65 歳以上人口カバー率の 5

つの指標を用いて総合評価を行った。その結果，大分県

で最もニーズが高い地域は佐賀関町であり，次に別府市

となった。これらニーズが高い市町を医療・福祉の拠点

とすることで，効率的に医療・福祉施設を供給すること

ができると考える。また，ニーズが低い旧市町村では，

周辺市町村との連携を図り，広域的な医療・福祉施設の

利用を考えた支援を行う必要があると考えられる。  

 本研究では医療・福祉施設のみの分析となっており，

今後は他の生活利便施設も同様の分析を行うことで，効

率的なサービス提供のあり方を評価できると考える。 
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図 4 高齢者分布からみた医療・福祉施設 

のニーズ評価（総合評価） 

表 7 高齢者分布からみた医療・福祉施設のニーズ評価 

－289－論文 R45


